
貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

項 目 金 額 項 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,739,882

667,670

191,556

277,937

536,346

439,675

164,177

343,329

16,253

103,000

△65

8,534,502

5,848,191

803,381

52,807

665,890

3,400

26,159

4,203,858

92,694

68,322

15,652

52,670

2,617,988

13,600

2,204,147

149,617

251,716

△1,094

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

株 主 優 待 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

611,726

286,436

50,000

37,504

137,261

44,568

8,236

8,015

4,323

19,857

11,992

3,529

1,382,791

61,227

752,848

451,000

48,070

69,644

負 債 合 計 1,994,517

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

7,847,582

90,000

6,414,158

1,178,670

5,235,488

1,775,146

1,775,146

1,775,146

△431,722

1,432,285

2,964

1,429,321

純 資 産 合 計 9,279,868

資 産 合 計 11,274,385 負債純資産合計 11,274,385



損 益 計 算 書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

(単位：千円)

項 目 金 額

売 上 高 3,317,916

売 上 原 価 2,500,614

売 上 総 利 益 817,301

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 659,537

営 業 利 益 157,763

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,418

受 取 配 当 金 104,212

受 取 手 数 料 29,022

そ の 他 13,705 149,358

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,876

支 払 手 数 料 3,903

減 価 償 却 費 1,772

そ の 他 2,175 10,728

経 常 利 益 296,392

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 320 320

税 引 前 当 期 純 利 益 296,071

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,080

法 人 税 等 調 整 額 44,895 53,975

当 期 純 利 益 242,096



株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 90,000 1,178,670 5,235,488 6,414,158

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － －

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 90,000 1,178,670 5,235,488 6,414,158

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,669,520 1,669,520 △331,730 7,841,948

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △136,470 △136,470 △136,470

当 期 純 利 益 242,096 242,096 242,096

自 己 株 式 の 取 得 △99,991 △99,991

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 105,625 105,625 △99,991 5,633

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 1,775,146 1,775,146 △431,722 7,847,582



(単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,623 1,429,321 1,430,945 9,272,894

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △136,470

当 期 純 利 益 242,096

自 己 株 式 の 取 得 △99,991

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

1,340 － 1,340 1,340

事業年度中の変動額合計 1,340 － 1,340 6,973

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 2,964 1,429,321 1,432,285 9,279,868



個別注記表

1. 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

2-1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定）により評価しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法により評価しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(a) 製品、商品、仕掛品 ：移動平均法

(b) 原材料（主材料） ：移動平均法

(c) 貯蔵品（自製工具） ：先入先出法

(d) 同 (仕入工具他) ：総平均法

2-2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は建物15年～38年、機械及び装置10年を使用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（但し、残価保証がある場合は当該金額）とする

定額法を採用しております。

2-3 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債



権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度末に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に負担すべき退職給付の要支給額を計上して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しており

ます。

(5) 株主優待引当金

株主優待制度に伴う支出に備えるため、当事業年度における株主優待制度の利用見込額を計

上しております。

2-4 収益及び費用の計上基準

(1) 金属製品事業

主に、金属加工品の製造・販売を行っており、このような製品販売については、製品の引渡

時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断

しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、製品の国内の販売につい

ては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、

出荷時に収益を認識しております。

また、金属製品事業に係る収益のうち、受託加工等の代理人取引に該当する取引について

は、売上高を受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で認識しており

ます。

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要

な金融要素は含まれておりません。

3. 表示方法の変更

損益計算書関係

前事業年度において、独立掲記し表示しておりました「営業外収益」の「貸倒引当金戻

入額」（当事業年度203千円）は、金額が僅少となったため、当事業年度においては「営業

外収益」の「その他」に含めて表示しております。



4. 会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 149,617千円

(2)会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26号）に従い判定

された分類及び将来の合理的な見積可能期間の課税所得に基づき繰延税金資産を計上してお

ります。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける

可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計算

書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

②に記載の主要な仮定については、最善の見積りを前提にしているため、今後の経済動向

によって、事後的な結果と乖離が生じる可能性があります。

5. 貸借対照表に関する注記

5-1 資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額

建 物 1,184,567千円

構 築 物 201,618千円

機 械 及 び 装 置 1,978,537千円

車 両 運 搬 具 31,632千円

工具、器具及び備品 233,543千円

リ ー ス 資 産 92,493千円

5-2 保証債務

子会社の金融機関からの借入金に対して、以下の債務保証を行っております。

㈱ＬＡＤＶＩＫ 450,000千円

三陽工業㈱ 400,000千円

㈱山添製作所 15,700千円

三陽工業有限公司 8,510千円



5-3 当座貸越契約

当社は、資金調達の機動性を高めるため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当事業年度末の借入金未実行残高は、次のとおりであります。

当 座 貸 越 限 度 額 500,000千円

借 入 実 行 残 高 50,000千円

差 引 高 450,000千円

5-4 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 25,668千円

短 期 金 銭 債 務 1,492千円

5-5 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地につ

いて再評価を行っております。再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて算定しており、再

評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部に「再評価に係る繰延税金負債」として、その他の

金額を純資産の部に「土地再評価差額金」として計上しております。

再評価を行った年月日 1999年３月31日

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 26,439千円

当該事業用土地の再評価及び減損処理後の帳簿価額 2,208,609千円

また、当該事業用土地の2023年３月31日における時価の合計額は、再評価及び減損処理後の帳

簿価額の合計額を486,457千円下回っております。

6. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営 業 取 引 66,551千円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 30,848千円

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い一時帰休を実施し、休業手当を製品製造原価としており

ます。当該休業手当について政府から受ける雇用調整助成金については、申請額を製品製造原価か

ら9,942千円を控除しております。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い一時帰休を実施し、休業手当を給料手当としておりま

す。当該休業手当について政府から受ける雇用調整助成金については、申請額を給料手当から

7,195千円を控除しております。



7. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度期末(株)

普通株式 7,141,106 1,464,201 － 8,605,307

8. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 6,850千円

退職給付引当金 155,595千円

役員退職慰労引当金 16,584千円

株主優待引当金 4,137千円

減損損失 29,380千円

出資金 7,318千円

有形固定資産 1,713千円

その他 6,759千円

繰延税金資産小計 228,338千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △55,233千円

評価性引当額小計 △55,233千円

繰延税金資産合計 173,104千円

繰延税金負債

合併に伴う土地再評価益 △21,925千円

その他 △1,561千円

繰延税金負債合計 △23,486千円

繰延税金資産純額 149,617千円



9. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 三陽工業㈱ 100,000
電線・ケー

ブルの製造・
販売

(所有)
直接
100.0

役員の兼任
債務の保証
債務保証料
業務の受託

400,000
1,276
5,616

未収入金 132

子会社 ㈱ＬＡＤＶＩＫ 301,000
精密ばね部

品・関連品の
製造・販売

(所有)
直接
80.0

役員の兼任
債務の保証
債務保証料
業務の受託

450,000
1,754
7,956

未収入金 878

子会社 ㈱山添製作所 10,000 金属製品事業
(所有)
直接
100.0

役員の兼任
債務の保証
業務の受託

15,700
5,616

未収入金 514

子会社 中国山科サービス㈱ 10,000 金属製品事業
(所有)
直接
100.0

役員の兼任 業務の受託 3,684 未収入金 337

(注) 1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
受託した業務は、管理業務及びコンサルティング業務であり、取引価格につきましては、
業務内容を勘案して交渉の上決定しております。
債務保証については、金融機関からの借入につき、債務保証を行っているものであり、市
場金利等を考慮した合理的な保証料を受領しております。

10. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 68円74銭

(2) １株当たり当期純利益 1円78銭

11. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

12. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表「12.収益

認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(ご参考)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の記載金額は、表示単位未満を切り捨てておりま

す。


